
※障害福祉サービス事業者の場合（他の事業者も同様の流れ） 



  指定障害福祉サービス事業者等に対する指導及び監査フロー図 （障害者総合支援法、児童福祉法関係） ※「総支法」「児福法」と略 

指 
 

導 

集団指導 

対象事業者等： 

指定を受ける全ての事業者・施設 

指導の目的 ： 

指定事業者等に対し、関係法令や指定基準・

報酬算定基準等に定める自立支援給付等の

対象サービスの取扱い及び報酬請求に関す

る事項の周知徹底による障がい福祉制度の

適正な運営を図る。 

 
 出席      法人内関係事業所へ周知 

 
                       欠席      ホームページで集団指導の資料を確認 

実地指導 

対象事業者等： 

○一般指導 

 ・ 全事業者・施設から計画的に実施 

   （原則３年に１回） 

 ※ 業務管理体制の一般検査も定期的に実施 

○随時指導 

 ・ 利用者、関係機関等からの苦情、情報提供を 

受けて実地指導が必要と認められるもの 

 ・ 実地指導等の結果、改善が不十分な場合や 

改善状況の確認が必要なもの 等 

指導の目的 ： 

「サービスの質の確保」「利用者の人権尊重」

「適正な報酬請求」等を踏まえ、事業所等の

所在地において、関係書類の閲覧と聴取を

元に指導を行う。 

○法令・基準に基づいた運営の指導 

○報酬算定要件を満たした適切な請求の

指導 

※業務管理体制の確認検査は、法令遵守

体制の確保のため、事業者（設置者）に

対して届出内容及び運用状況の確認を

行う。 

 

                          適正・概ね適正    完了（結果通知） 

 

                          改善が必要      結果通知・改善報告依頼 

                                                        期限内に改善     完了 

                                        改善報告書 

                              （不適正な報酬算定）過誤調整         期限内に      再指導 

                                                        改善されない 

監 
 

査 

監査 

対象事業者等： 
 ・ 事業者（法人等）若しくは事業所の管理者又

は従業者が、利用者に対して虐待を行ったこ

とを疑うに足りる理由があるとき 

 ・ 指定基準に重大な違反があると疑うに足りる

理由があるとき 

 ・ 給付費の不正請求又は著しい不当な請求が

あったことを疑うに足りる理由があるとき 

 ・ 不正の手段により事業者指定を受けたことを

疑うに足りる理由があるとき 

 ・ 度重なる指導に対し改善が行われないとき 

 ・ 正当な理由がなく実地指導を拒否したとき 等 

 

                   直ちに指定取消し等には至らないが、     改善勧告 

                   改善が必要と認められる場合                       期限内に改善      完了 

                                              改善報告書 

                               （不適正な報酬算定）過誤調整  

                                                 期限内に 

                                                            改善されない    改善命令・公示 

                                                                                  期限内に改善     完了 

                                                                       改善報告書 

                                                     （不適正な報酬算定）返還金・加算金の徴収    期限内に 

                                                                                   改善されない 

 

 

 

 

                   指定取消し等の事由に該当する場合    指定取消し 

                                              指定の全部若しくは一部の効力の停止 
                                              （不適正な報酬算定）返還金・加算金の徴収 

根拠法令  
指導：総支法第10条（全事業者←市町村）、第11条（全事業者←都道府県・国）／児福法第57条の３の２（指定障害児通所支援事業者←市町村）、第57条の３の３（指定障害児通所支援事業者←都道府県・国）、第24条の15（指定障害児入所施設等←都道府県） 
監査：総支法第48条（指定障害福祉サービス事業者・指定障害者支援施設←市町村・都道府県）、第51条の27（指定一般相談支援事業者←市町村・都道府県、指定特定相談支援事業者←市町村）／ 

児福法第21条の５の22（指定障害児通所支援事業者←市町村・都道府県）、第24条の15（指定障害児入所施設等←都道府県）、第24条の34（指定障害児相談支援事業者←市町村） 
業務管理体制の確認検査：総支法第51条の３（指定障害福祉サービス事業者・指定障害者支援施設）、第51条の32（指定一般相談支援事業者・指定特定相談支援事業者）／ 

児福法第21条の５の27（指定障害児通所支援事業者）、第24条の19の２（指定障害児入所施設）、第24条の39（指定障害児相談支援事業者） 

集団指導 

実地指導 

以下の状況を確認した場合、監査に変更 
・重大な指定基準等の違反 
・利用者に対する虐待等、利用者の生命・
身体の安全に危害を及ぼすおそれ 

・給付費の算定及び請求に関する不正 度重なる指導を行っても、 
改善が行われない場合 

監 査 

勧告に従わなかった場合 
公表できる 

 (行政手続法第13条の手続きを経て) 
行政処分 

期限を経過し、相当期間を経
た後も改善されない場合は、
指定取消し等の対象となる。 

・公示 

【指定取消しにより事業者指定に係る欠格事由該当者となる者】 
(指定取消し等に係る聴聞通知(行政手続法第15条)があった日前60日以内に役員等であった者) 
○ 役員 

(1)業務を執行する(合名会社・合資会社・合同会社の)社員・(株式会社の)取締
役・執行役又はこれらに準ずる者(社会福祉法人等の理事) 

(2)(1)に掲げる者と同等以上の支配力を法人に対し有する者と認められるもの 

○ その事業所を管理する者その他の政令で定める使用人・事業所の管理者 

指定取消相当事案は 
業務管理体制の特別検査を実施。 
密接な関係を有する法人の連座制、 

欠格事由該当者の決定 

 (行政手続法第13条の手続きを経て) 
行政処分 


